平成２４年度　政務調査費　先進都市調査報告書
	会派名
	新緑会

	議員名
	羽立秀光、早坂博

	調査実施年月日
	平成２５年２月１４日（木）

	調査先　自治体名等
	沖縄県　那覇市　都市計画部　契約検査課

	調査項目
	電子入札の実施について

	調査目的
	　電子入札制度を導入している那覇市での導入までの経緯、メリット・デメリット等を調査することにより、本市で導入が検討されている電子入札のあり方等を探るため。

	報告内容

実施したこと
	１　視察先（市町村）の概要

　人口：３１５，９５４人　行政面積：３９．２３ｋ㎡

２　視察内容

那覇市では、入札の談合防止など入札の透明性を図るため、平成１７年に電子入札導入などを柱とした「入札制度改革方針」の策定をきっかけに導入に向けた具体的な動きがスタートしました。

導入の際には、自己開発、沖縄県との共同開発なども検討されたものの、最終的にはコストが最も抑えられる既製品システムを賃借することで、平成１９年度から導入されました。平成２４年８月から原則電子入札が実施されています。導入のメリット・デメリットは下記のとおりです。

○メリット
・従来方式での入札や設計図書閲覧では業者同士が顔を合わせる機会ができてしまい、結果としてそれが談合の温床になってしまう可能性があった。電子入札では、設計図書を含めたものがすべてオンライン上で完結するため、業者同士が顔を合わせることがなくなった。
・一般競争入札で参加企業数が大幅に増えた場合でも対応が容易になった。

○デメリット

・業者も入札システムの導入が必要となり、システムを導入することが難しい業者への配慮のための経過措置として、電子入札と紙での入札を併用していたため、事務量が増大した。（ただし、徐々に電子入札のみの割合を増やし事務量は減少傾向とのこと）

	感想（まとめ）

本市へ生かせること等
	本市でも入札の透明性を図ることが喫緊の課題であり、電子入札の導入は必要と思われるが、本市での導入した場合のコストや業者の負担、システム導入が困難な業者への対応など、クリアすべき課題を克服するのはもちろんのこと、何よりも大切なのは公平性や客観性など信頼されるシステムづくりをすることであり、時間をかけて検討すべきではないかと感じました。


